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   第 ５ 回   熊本県議会  建設常任委員会会議記録 

 
平成22年10月５日(火曜日) 

            午前10時０分開議 

            午前11時41分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号  平成22年度熊本県一般会計補

正予算（第７号） 

 議案第９号  平成22年度道路事業の経費に

対する市町村負担金について 

  議案第10号  平成22年度海岸事業の経費に

対する市町負担金について 

  議案第11号  平成22年度流域下水道事業の

経費に対する市町村負担金について 

  議案第12号 平成22年度地すべり対策事業

の経費に対する市町負担金について 

  議案第13号 平成22年度都市計画事業、港

湾事業、急傾斜地崩壊対策事業及び砂

防事業の経費に対する市町村負担金に

ついて 

  議案第14号  平成22年度九州新幹線鹿児島

ルート博多・新八代間の建設工事の経

費に対する市負担金について 

議案第15号  工事請負契約の締結について 

議案第16号  工事請負契約の締結について 

報告第15号  熊本県道路公社の経営状況を

説明する書類の提出について 

報告第16号  財団法人白川水源地域対策基

金の経営状況を説明する書類の提出につ

いて 

報告第17号  熊本県住宅供給公社の経営状

況を説明する書類の提出について 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

報告事項 
   ①新熊本県建設産業振興プラン（素案）

について 

②熊本市の政令市移行に伴う土木部関連の

事務権限移譲について 
③荒瀬ダム撤去に伴い県が計画している道路

嵩上げ等について 
④川辺川ダムに関する最近の状況について 
⑤水俣港百間排水路等ダイオキシン類対策に

ついて  
⑥熊本県建築物安全安心マネジメント計画

（仮称）の策定について 
 ――――――――――――――― 

出席委員(７人) 

        委 員 長  重 村    栄 

        副委員長 髙 木 健 次 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 井 手 順 雄 

        委  員  鎌 田    聡 

        委  員 森   浩 二 

        委  員 上 田 泰 弘 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 土木部 

            部  長 戸 塚 誠 司 

           総括審議員兼 

           次  長  天 野 雄 介 

        次  長  鷹 尾 雄 二 

        次  長 生 田 博 隆 

       土木技術管理室長 野 田 善 治 

    首席土木審議員兼 

        監理課長 古 里 政 信 

      用地対策課長 佐 藤 國 一 

  土木技術管理室副室長 竹 下 喜 造 

      道路整備課長 猿 渡 慶 一 

      道路保全課長 安 達 博 行 

        河川課長 林   俊一郎 

 - 1 -



第５回 熊本県議会 建設常任委員会会議記録（平成22年10月５日) 

        港湾課長 潟 山 修 市 

      都市計画課長  内 田 一 成 

      下水環境課長 西 田   浩 

        建築課長 坂 口 秀 二 

       営繕専門監  平 野 和 実 

               住宅課長 澤 井 健 次 

        砂防課長 高 永 文 法 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課課長補佐 上 野 弘 成 

     政務調査課主幹 竹 本 邦 彦 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○重村栄委員長 ただいまから第５回建設常

任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に１名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 それでは、本委員会に付託されました議案

等を議題とし、これについて審査を行いま

す。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。また、本日の説明等を行われる際は、執

行部の皆さん方は着座のまま行ってくださ

い。 

 それでは、戸塚土木部長に総括説明をお願

いいたします。 

 

○戸塚土木部長 おはようございます。 

 今回の定例県議会に提出しております議案

の説明に先立ち、まず、最近におきます土木

部行政の動向について御説明申し上げます。 

 九州新幹線鹿児島ルートにつきましては、

建設工事をおおむね完成いたしまして、平成

23年３月の開業に向けた準備が順調に進めら

れております。 

 ８月には、熊本市富合町の熊本総合車両基

地で見学会が開催され、また、新型車両「さ

くら」を使用した試験走行も開始されており

ます。 

 県といたしましては、今後とも、新幹線沿

線地域の環境保全についての適切な対応を鉄

道・運輸機構に要請しつつ、全線開業に向け

て引き続き支援してまいります。 

 次に、国営公園化を目指す鞠智城につきま

しては、８月に東京シンポジウムを開催いた

しましたところ、600人を超える方が来場さ

れ、首都圏での知名度向上に貢献できたと考

えております。９月17日からは、韓国・忠清

南道で開催されている大百済典に出展し、国

際的な認知度向上にも取り組んでおります。 

 また、９月30日には、国営鞠智城歴史公園

設置促進県議会議員連盟で勉強会を実施して

いただき、ありがとうございました。土木部

では、我が国を代表するような大規模歴史公

園の実現を目指して、現在基本計画の策定を

行っているところでございます。 

 それでは、今定例県議会に提案しておりま

す土木部関係の議案について御説明いたしま

す。 

 今回提案しております議案は、補正予算関

係議案１件、条例等関係議案８件、報告関係

３件でございます。 

 初めに、補正予算の概要について御説明い

たします。 

 今回の９月補正予算は、本年５月22日から

７月29日までに断続的に発生した梅雨前線豪

雨等に伴う県管理の河川、砂防、道路等の公

共土木施設の災害復旧及び再度の被害を防止

するための砂防施設の整備など、災害関係事

業に要する経費のほか、社会資本整備総合交

付金事業の内示増等に伴う補正で、合計で９

億2,043万2,000円の増額補正をお願いしてお

ります。 

 また、地域道路改築事業に係る債務負担行

為の設定もお願いしております。 

 次に、条例等関係議案につきましては、公

共工事に係る市町村負担金について６件、工

事請負契約の締結について２件、計８件の御
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審議をお願いしております。 

 報告案件につきましては、熊本県道路公社

を初めとした関係団体の経営状況を説明する

書類の提出について３件を御報告させていた

だきます。 

 その他報告事項につきましては、新熊本県

建設産業振興プラン(素案)について外５件で

ございます。 

 また、今会期中には、国の経済危機対応・

地域活性化予備費を活用した９月補正予算を

追加して御審議していただく予定です。 

 以上、議案の概要等を総括的に御説明申し

上げましたが、詳細につきましては担当課長

から説明いたしますので、御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 今後とも各事業の推進に積極的に取り組ん

でまいりますので、委員各位の御支援と御協

力をよろしくお願いいたします。 

 

○重村栄委員長 次に、付託議案等につい

て、関係課長から順次説明をお願いいたしま

す。 

 

○古里監理課長 監理課でございます。 

 最初に、資料の確認をお願いいたします。 

 今回は、建設常任委員会説明資料１冊、そ

れから、経営状況を説明する資料３冊、その

他報告事項６件を用意いたしております。 

 それでは、お手元の建設常任委員会説明資

料によりまして、第１号議案平成22年度熊本

県一般会計補正予算の概要について説明させ

ていただきます。１ページをお願いいたしま

す。 

 平成22年度９月補正の予算資料についてで

ございます。 

 このページは、土木部全体の予算の額の状

況を記載しておりますが、ただいま部長の総

括説明にもありましたとおり、今回の補正予

算につきましては、梅雨前線豪雨などに伴い

ます災害復旧費及び社会資本整備総合交付金

事業の内示増等を計上いたしております。 

 その内訳についてでございますが、上の表

の２段目、今回の補正額の欄でございます。 

一般会計の普通建設事業としまして、補助事

業で３億3,719万1,000円の増額、単県事業で

１億2,769万1,000円の減額を計上しておりま

す。 

 災害復旧事業としましては、補助事業が６

億5,217万5,000円、単県事業が5,800万円を

計上しているところでございます。 

 投資的経費につきましては、９億1,967万

5,000円となっております。 

 消費的経費につきましては、75万7,000円

でございます。 

 合わせまして、一般会計の計といたしまし

て９億2,043万2,000円でございます。 

 補正後の一般会計の合計予算額は、その１

つ下の段でございますが、837億9,686万円と

なっております。 

 また、その右の特別会計については、今回

は補正額はございません。 

 特別会計を含めました９月補正後の合計額

は、一番右の合計欄の３段目でございます

が、916億7,972万2,000円となっておりま

す。 

 次に、２ページの平成22年度９月補正予算

の総括表をお願いいたします。 

 すべて一般会計のみの補正でございます

が、各課の補正額とその財源内訳を記載して

おります。道路保全課が100万円、河川課が

８億3,168万4,000円、港湾課が700万円、住

宅課が75万7,000円、砂防課が7,999万1,000

円でございます。 

 表の最下段、土木部合計の欄をごらんいた

だきたいと思います。 

 財源内訳としましては、右の方になります

が、国庫支出金が３億8,781万3,000円の増

額、地方債が２億9,600万円の増額、その他

が１億8,234万5,000円の増額、一般財源が5,

427万4,000円の増額となっております。 
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 今回の補正予算に係ります土木部全体の予

算額の状況は以上でございます。 

 

○猿渡道路整備課長 道路整備課でございま

す。資料の３ページをお願いいたします。 

 地域道路改築費でございます。説明欄に記

載しておりますとおり、主要地方道宮原五木

線の頭地大橋の建設委託に係ります債務負担

行為設定をお願いしております。 

 内容は、国の県道つけかえに伴います頭地

大橋の建設に係る負担金でございまして、国

が、平成24年度の完成を目指し、平成22年度

から24年度までの３カ年にわたる橋梁工事を

発注いたしますことから、国と３カ年にわた

ります実施協定を締結する必要があるため、

平成23年度から24年度までの２カ年で、２億

円を限度額とします債務負担行為の設定をお

願いいたしております。 

 道路整備課は以上でございます。 

 

○安達道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 道路保全課関係の補正予算について説明し

ます。 

 今回の補正は、人吉市西間上町の国道267

号、交通安全施設整備事業の一環として施工

中の蓑野橋かけかえ工事に関連しまして、水

道管と電話線を新しい橋に添架するために、

これら占用物件の管理者である人吉市水道

局、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーショ

ンズの３社が負担する建設負担金100万円を

受け入れるための措置であります。 

 この結果、平成22年度の道路施設保全改築

費は60億7,900万円となります。 

 ちなみに、新しく建設される橋に水道管や

電話線を添架するに当たり、添架物の総重量

が１メーター当たり50キログラムを超える場

合は、その重量に応じて橋梁の建設費の一部

を負担していただくことにしております。 

 道路保全課からの説明は以上です。御審議

のほどよろしくお願いします。 

 

○林河川課長 河川課でございます。よろし

くお願いいたします。 

 ５ページをお願いいたします。 

 まず、最上段の河川改良費で8,000万円の

増額を計上しております。内容は、２段目の

単県ダム改良費になります。 

 右の説明欄にございますように、石打ダム

の制御処理設備の更新でございます。これ

は、老朽化が進んでおります石打ダムの管理

業の情報処理装置、それから通信装置につき

まして、来年の出水期までに更新を図るもの

であります。 

 次に、３段目の海岸保全費で1,000万円の

増額を計上しております。内容は、４段目の

海岸高潮対策事業費でございまして、荒尾海

岸の国庫内示増に伴う増額でございます。 

 次に、６段目の河川等補助災害復旧費で６

億8,368万4,000円の増額を計上しておりま

す。これは、ことしの５月から７月の梅雨前

線豪雨で被災いたしました芦北球磨線ほか71

カ所の災害復旧に要する経費でございます。 

 次に、下から４段目の河川等単県災害復旧

費で5,800万円の増額を計上しております。

これは災害復旧箇所の調査、測量設計のため

の委託費でございます。 

 以上、河川課の補正総額といたしまして

は、最下段にございますように、８億3,168

万4,000円の増額で、補正後は116億2,451万

1,000円でございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○潟山港湾課長 港湾課でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 資料の６ページをお願いいたします。 

 港湾建設費でございますが、700万円の増

額を計上しております。 

 これは、社会資本整備総合交付金の国庫内

示増に伴う増額補正でございまして、内訳と
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しましては、２段目の重要港湾改修事業費

が、八代港の岸壁改良で200万円の増額と熊

本港の財源更正でございます。 

 次に、３段目の地方港湾改修事業費は、長

洲港の防波堤延伸で300万円の増額でござい

ます。 

 ４段目の海域環境創造事業費は、百貫港の

砂どめ堤延伸で200万円の増額でございま

す。 

 以上、港湾課の補正予算につきましては、

最下段にありますように、700万円の増額

で、補正後の合計額は56億7,254万円でござ

います。 

 港湾課は以上でございます。 

 

○内田都市計画課長 都市計画課でございま

す。資料の７ページをお願いいたします。 

 連続立体交差事業に関しまして、補助金等

が個別補助金から社会資本整備総合補助金へ

移行したことに伴いまして、交付金の国費率

が0.6から0.5へと変更になったため、財源更

正を行うものでございます。 

 なお、事業費全体額については変更はござ

いません。 

 以上でございます。 

 

○澤井住宅課長 住宅課でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 ８ページをお願いいたします。 

 住宅建設費でございますが、国庫支出返納

金として75万7,000円を計上しております。 

 これは民間事業者を対象として実施してお

ります高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業

の事業費確定に伴う国費補助金の返納を行う

ものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○高永砂防課長 砂防課でございます。説明

資料の９ページをごらんください。 

 ２段目の事業費の職員給与費ですが、補正

額に増減はなく、内訳欄のとおり、財源更正

のみを行うものです。 

 次に、砂防費については、まず、補助事業

である国の社会資本整備総合交付金対象事業

の５つの事業について、総括して説明しま

す。 

 この５事業とは、４段目の通常砂防事業

費、５段目の地すべり対策事業費、６段目の

急傾斜地崩壊対策事業費、９段目の火山砂防

事業費、10段目の土砂災害警戒避難対策事業

費です。 

 ５事業のトータルで、国庫の交付対象の工

事費増額6,081万1,000円に対して、この財源

を確保するために、事務費と人件費を調整す

ることで対応します。人件費は、５事業間の

配分額の変更のみで、トータルでは増減なし

とし、事務費のみを５事業のトータルで4,06

2万円減額します。差し引き、５事業で2,019

万1,000円の補正予算の増額を予定しており

ます。５事業の内訳は、記載のとおりでござ

います。 

 続いて、単県事業について説明します。 

 ７段目の単県地すべり対策費では、1,900

万円を計上し、本年６月下旬の梅雨前線豪雨

により被災しました天草市魚貫地区ほか２カ

所の対応を予定しています。 

 ８段目の単県急傾斜地崩壊対策費では、4,

080万円を計上し、本年５月下旬と７月中旬

の梅雨前線豪雨により被災しました天草市向

地区ほか３カ所の対応を予定しています。 

 以上、砂防課としましては、最下段になり

ますが、7,999万1,000円の増額を計上いたし

ており、補正後の砂防課の合計は60億6,823

万2,000円になります。 

 御審議をよろしくお願いします。 

 

○古里監理課長 11ページをお願いいたしま

す。 

 熊本県が施行いたします公共事業の経費に
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係ります市町村負担金について御説明させて

いただきます。 

 市町村負担金につきましては、９号議案か

ら14号議案までの６つの議案を御提案申し上

げておりますが、複数の課の事業でございま

すので、監理課から一括して説明させていた

だきます。 

 今回の御提案に当たりまして、市町村に対

しまして事業計画の明細を十分に説明し、市

町村負担金に係ります同意を得た上で提案し

ているというところでございます。 

 なお、市町村負担金につきましては、昨年

度、対象事業や対象経費について見直しを行

っておりますが、見直しの主な内容といたし

ましては、維持管理的経費に係る負担金や事

務費に係る負担金を原則廃止しております。 

 それでは、まず、第９号議案平成22年度道

路事業の経費に対する市町村負担金について

でございます。 

 左の欄が事業名、右の欄が負担すべき金額

でございますが、単県道路改築事業(改良)等

３つの事業について、道路法の規定に基づ

き、当該事業に要する経費のうち、市町村が

負担すべき金額を定めるものでございます。 

 昨年度との変更点につきましては、事務費

に係る負担金を廃止しましたことから、負担

すべき金額の欄を事業費から工事費に変更し

ております。 

 なお、12ページ、第10号議案の海岸事業以

降、第12号議案の地すべり対策事業、第13号

議案の都市計画事業、港湾事業、急傾斜地崩

壊対策事業及び砂防事業につきましても、事

務に係る負担金を廃止しておりますので、負

担すべき金額の欄は工事費としております。 

 また、３の道路改築事業(道路改良)でござ

いますが、昨年度、地域活力基盤創造交付金

事業(道路改良)から事業名を変更しておりま

す。 

 なお、維持管理的経費に係ります負担金の

廃止に伴い、単県道路事業の舗装補修並びに

単県道路維持事業の手取本町地下道及び光の

森自由通路の３事業を削除しております。 

 12ページをお願いいたします。 

 第10号議案平成22年度海岸事業の経費に対

する市町負担金についてでございます。 

 海岸高潮対策事業等の２つの事業につい

て、海岸法の規定に基づき、当該事業に要す

る経費のうち、市、町が負担すべき金額を定

めるものでございます。 

 昨年度との主な変更点につきましては、事

務費に係る負担金を廃止しております。 

 また、単県海岸整備事業につきましては、

今年度は事業箇所がないことから削除してお

ります。 

 次に、13ページをお願いいたします。 

 第11号議案平成22年度流域下水道事業の経

費に対する市町村負担金についてでございま

すが、熊本北部流域下水道建設事業等６つの

事業について、下水道法の規定に基づき、当

該事業に要する経費のうち、市町村が負担す

べき金額を定めるものでございます。 

 昨年度との変更点につきましては、５の球

磨川上流流域下水道維持管理事業につきまし

て、流入水量の増加に伴いまして市町村負担

金の単価を、流入水量１立方メートル当たり

５円引き下げまして、102円から97円に変更

をしております。 

 また、６の八代北部流域下水道維持管理事

業につきましては、地元工場の撤退によりま

して流入水量の減少が見込まれるため、同単

価を、流入水量１立方メートル当たり23円引

き上げ、93円から116円に変更をしておりま

す。 

 次に、14ページをお願いいたします。 

 第12号議案平成22年度地すべり対策事業の

経費に対する市町負担金についてでございま

す。 

 単県地すべり対策事業につきまして、地す

べり等防止法の規定に基づきまして、当該事

業に要する経費のうち、市、町が負担すべき
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金額を定めるものでございます。 

 昨年度との変更点につきましては、事務費

に係る負担金を廃止しております。 

 15ページをお願いいたします。 

 第13号議案平成22年度都市計画事業、港湾

事業、急傾斜地崩壊対策事業及び砂防事業の

経費に対する市町村負担金についてでござい

ますが、１の単県街路促進事業から16ページ

にかけましての22の事業につきまして、地方

財政法の規定に基づき、当該事業に要します

経費のうち、市町村が負担すべき金額を定め

るものでございます。 

 昨年との主な変更点につきましては、事務

費に係る負担金を廃止しております。 

 また、３の連続立体交差事業につきまして

は、昨年度の事業名でありました連続立体交

差事業(補助事業)から、さらには、４の街路

整備事業は、地域活力基盤整備創造交付金事

業(街路)から、５の住宅市街地街路整備事業

は、住宅市街地総合整備促進事業(街路)か

ら、それぞれ事業名を変更しているところで

ございます。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 第14号議案平成22年度九州新幹線鹿児島ル

ート博多・新八代間の建設工事の経費に対す

る市負担金についてでございますが、全国新

幹線鉄道整備法の規定に基づき、独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行いま

す新幹線鉄道の建設に関します工事に要する

経費に係る県負担のうち、市が負担すべき金

額を定めるものでございます。 

 なお、昨年度との変更はございません。 

 市町村負担金につきましては以上でござい

ます。 

 続きまして、第15号議案及び第16号議案に

つきまして、工事請負契約に関する議案にな

りますので、監理課から一括して説明させて

いただきます。19ページをお願いいたしま

す。 

 第15号議案工事請負契約の締結でございま

す。 

 工事名は、熊本商業高校特別教室棟改築工

事でございます。工事の内容は、鉄筋コンク

リート造り、４階建て、延べ面積3,810.53平

方メートル。工事場所は、熊本市神水１丁目

１番２号地内でございます。工期は、契約締

結時の翌日から平成23年９月30日まででござ

います。工事金額は、６億3,735万円。これ

は消費税及び地方消費税込み相当額を含んだ

額でございます。契約の相手方は、増永・新

規建設工事共同企業体でございまして、契約

の方法は一般競争入札でございます。 

 次に、20ページをお願いいたします。 

 第15号議案の入札の経緯及び入札の結果に

ついてでございます。 

 １の競争入札に参加する者に必要な資格と

して、それぞれ上段から、建設工事の種類、

共同企業体の構成員数、格付等級または経営

事項審査の総合評定値、営業所の所在地、施

工実績に関する事項、配置予定技術者に関す

る事項について、記載のとおり設定をしてい

るところでございます。 

 中ほど下の２の評価に関する基準でござい

ます。 

 本工事は、入札時に施工計画書の提出を求

め、技術評価と入札価格を総合的に評価して

落札者を決定します総合評価方式で実施して

おります。 

 施工計画としては、ＲＣ鉄筋コンクリート

造り４階建ての校舎の改築工事を、生徒及び

職員がいる中で行う必要がありますことか

ら、最下段の表のとおり、課題を設定し、提

出されました施工計画書の評価に基づく技術

評価点を入札価格で除して算定しました評価

値が最高の業者を落札者としております。 

 課題でございますが、品質管理に関する技

術的提案として、現場打ちコンクリートの品

質管理方法、安全管理に対する技術的提案と

して、学校関係者に対する安全対策を設定し

ているところでございます。 
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 21ページをお願いいたします。 

 ３の開札及び総合評価結果でございます。 

 入札には４つの共同企業体が参加し、本年

７月20日に開札を行い、評価値を算定してお

ります。その結果、上の段から２段目の増

永・新規建設工事共同企業体が、技術評価点

84.0、入札価格６億700万円で、評価値13.83

03となり、４つの企業体の中で最高の評価値

となり、落札者として決定しております。 

 なお、本工事の予定価格は、下から２段目

にありますように、６億4,120万円でござい

ます。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 第16号議案工事請負契約の締結についてで

ございます。 

 工事名は、県営山の上団地建築工事でござ

います。工事の内容は、鉄筋コンクリート造

り、10階建て、84戸、延べ面積5,612平方メ

ートル。工事場所は、熊本市大江２丁目２番

地内でございます。工期は、契約締結の日の

翌日から平成24年１月31日まででございま

す。契約金額は、９億1,875万円、これは消

費税及び地方消費税込み相当額を含むもので

ございます。契約の相手方は、三津野・竹内

建設工事共同企業体でございます。契約の方

法は、一般競争入札でございます。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 入札経緯及び入札結果でございます。 

 １の競争入札に参加する者に必要な資格と

して、先ほどと同じように、上段から、建設

工事の種類、共同企業体の構成員数、格付等

級または経営事項審査の総合評定値、営業所

の所在地、施工実績に関する事項及び配置予

定技術者に関する事項について、記載のとお

り設定をしているところでございます。 

 ２の評価に関する基準でございます。 

 本工事は、先ほどの工事と同様に、総合評

価方式で実施しております。 

 施工計画といたしましては、ＲＣ鉄筋コン

クリート造り10階建ての改築工事において、

耐久性向上の観点から、主要構造部の鉄筋コ

ンクリートの品質管理が重要であること、ま

た、工事用進入路が近隣住民の日常生活道路

と重複するため、工事現場内を含めた安全対

策に十分留意する必要があることから、最下

段の表のとおり、品質管理に関する技術的提

案として、鉄筋コンクリートの耐久性向上の

ための品質管理を、安全管理に関する技術的

提案として、近隣住民に対する安全対策を課

題として設定しております。 

 25ページをお願いいたします。 

 ３の開札及び総合評価結果でございます

が、入札には４つの共同企業体が参加し、本

年７月20日に開札を行い、評価値を算定して

おります。その結果、一番上の段でございま

すが、三津野・竹内建設工事共同企業体が、

技術評価点81.1、入札価格８億7,500万円、

評価値9.2686となり、４つの企業体の中で最

高の評価値となり、落札者と決定しておりま

す。 

 なお、本工事の予定価格は、下から２段目

にありますように、９億4,870万円でござい

ます。 

 監理課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○猿渡道路整備課長 道路整備課でございま

す。27ページをお願いいたします。 

 報告の第15号熊本県道路公社の経営状況を

説明する書類の提出についてでございます。 

 別冊に、熊本県道路公社の経営状況を説明

する書類がございます。これによりまして説

明させていただきます。 

 まず、配付しております冊子の１ページを

お願いいたします。 

 平成21事業年度事業報告書でございます。 

 道路公社の設立目的、事業の概要及び実施

状況を記載しております。 

 次に、２ページをお願いいたします。 

 松島有料道路の通行台数及び通行料金収入
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の状況を記載しております。 

 ２ページの上段の表に記載しております

が、平成21年度の通行台数合計は約187万4,0

00台、１日当たりに直しますと5,135台でご

ざいます。 

 通行料金収入は、下段の表に記載しており

ますけれども、合計で約３億4,700万円、１

日当たりに直しますと95万844円ということ

で、計画を上回っております。 

 次に、３ページ、貸借対照表でございま

す。 

 これは、22年３月末現在の財務状況を示し

ており、資産の部は、流動資産及び固定資産

を合わせた43億3,180万円余というふうにな

っております。 

 右の欄は、負債及び資本の部でございま

す。 

 負債は、道路建設のために借り入れた借入

金の残高等でございます。また、資本は、県

からの出資金等でございます。 

 次に、４ページ、損益計算書でございます

が、右側の収益の部は、松島有料道路の料金

収入及び松島有明道路の受託業務収入等で、

３億6,700万円余となっております。 

 また、左側の費用の部、これは一般管理

費、それから道路の維持管理費及び建設資金

を償還するための償還準備金等でございま

す。 

 次に、５ページの財産目録でございます

が、これは22年３月末時点の道路公社の財産

の状況でございます。資産を５ページに、負

債を６ページに記載しております。内容は、

先ほどの貸借対照表と同様でございます。 

 次に、７ページ、平成22事業年度事業計画

書でございます。 

 本年度も、料金徴収業務及び道路維持管理

業務を行います。また、昨年に引き続きまし

て、松島有明道路の維持管理業務を県から受

託しております。 

 最後に、８ページ、平成22事業年度収支予

算書でございます。 

 収入といたしまして、短期借入金１億1,90

0万円余、通行料金収入３億4,100万円などを

予定しております。 

 支出としましては、一般管理費4,800万円

余、道路管理費7,300万円余、建設費用等の

元利償還金２億9,000万円余などを予定して

おります。 

 なお、松島有料道路の先線でございます松

島有明道路の供用に伴いまして、松島有料道

路の交通量が増加しまして、松島有料道路の

供用時点の年次計画で見込んでおりました計

画台数を上回っておりまして、道路公社の経

営は安定をしております。 

 以上、熊本県道路公社の経営状況の説明を

終わらせていただきます。 

 

○林河川課長 河川課でございます。 

 28ページの報告第16号財団法人白川水源地

域対策基金の経営状況を説明する書類の提出

についてでございますが、お手元の別添資料

に沿って説明させていただきます。 

 資料の１ページ目をお開きください。 

 平成21年度事業の実施状況でございます。 

 この基金は、白川水系の立野ダム建設に伴

い必要となります水没地域住民の生活再建及

び水没関係地域でございます南阿蘇村の振興

に必要な措置に対する資金の交付及び調査を

行うために、平成５年に設立されたものでご

ざいます。 

 21年度の事業実績でございますが、県と関

係市町から負担金976万5,000円を受け入れ、

基金基本財産の運用益なども合わせまして、

下記の事業を実施しております。 

 まず、１にございますように、南阿蘇村に

対しまして、道路整備に要する費用の助成と

いたしまして976万5,000円を助成いたしまし

た。 

 また、２のダム建設に伴い必要となる情報

交換及び連絡といたしまして、理事会及び評
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議員会を開催しております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 平成21年度の収支計算書でございます。 

 中央の決算額の列でございますが、中段中

ごろの収入合計Ｂ、1,333万1,681円に対しま

して、下から３段目の当期支出合計Ｃは、98

4万8,425円となっております。 

 最下段の次期繰越収支差額は、ＢからＣを

差し引いた348万3,256円でございます。 

 ３ページは、平成22年３月31日現在の貸借

対照表でございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 平成21年４月１日から平成22年３月31日ま

での正味財産増減計算書でございます。 

 ５ページは、平成22年３月31日現在の財産

目録でございます。 

 右の列の中ほど、資産合計は、流動資産と

固定資産を合わせまして3,348万3,256円とな

っております。 

 その下の負債はございませんので、正味財

産は、同額の3,348万3,256円となります。 

 ７ページをお願いいたします。 

 平成22年度の事業計画でございます。 

 22年度に関しましては、南阿蘇村が行いま

す基金対象事業の実施予定がございませんの

で、１の水没関係地域の振興及び環境整備に

必要な措置に対する資金の交付に係る事業は

予定がございません。 

 ２のダム建設に伴い必要となる情報交換及

び連絡につきましては、理事会及び評議員会

の開催を予定しております。 

 以上で財団法人白川水源地域対策基金の経

営状況の説明を終わります。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○澤井住宅課長 住宅課でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 29ページの報告第17号、熊本県住宅供給公

社の経営状況につきまして、お手元の説明す

る書類に沿って御説明させていただきます。 

 まず、１ページをお願いいたします。 

 平成21年度事業の実施状況でございます。 

 (1)の分譲事業ですが、小川駅前ニュータ

ウンほか２団地で４区画、光の森で59区画を

分譲いたしました。 

 (2)の賃貸管理事業ですが、宇城市、熊本

市の３団地で合計138戸の公社賃貸住宅を管

理、運営するとともに、公社ビル等の管理事

業を実施いたしました。 

 次に、(3)管理受託事業ですが、県営住宅

及び都市再生機構住宅等の管理事業を受託し

ております。 

 その他事業といたしまして、光の森におい

て住宅展示運営事業を実施いたしました。 

 次に、２ページをお願いいたします。 

 ２ページと３ページが貸借対照表でござい

ます。 

 まず、２ページの資産でございますが、右

上の欄の当期決算額の最上段、流動資産の合

計が37億3,000万円余となっております。 

 中段からが固定資産でございます。 

 資産合計といたしまして、最下段の57億円

余となっております。 

 次に、３ページが負債及び資本でございま

す。 

 上段が短期借入金などの流動負債で、26億

4,000万円余となっております。 

 中段が固定負債でございまして、合計が31

億4,000万円余でございます。 

 下段の資本金の欄でございますが、資本金

が1,000万円、これは県の支出金でございま

す。余剰金が25億5,000万円余で、負債及び

資本の合計が57億円余となっております。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 損益計算書でございます。 

 まず、事業収益が、右の欄の一番上の段で

ございますが、17億7,000万円余でございま

す。これらの事業に係ります事業原価が13億

6,000万円余で、一般管理費が5,000万円余と

なっておりまして、事業利益が３億6,000万
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円余、これから経常費用等を差し引いた当期

純利益が、最下段ですが、２億5,000万円余

となっております。 

 次に、６ページ、７ページのキャッシュ・

フロー計算書、それから、８ページから11ペ

ージの財産目録は説明を省かせていただきま

して、12ページをお願いいたします。 

 12ページは、平成22年度の事業計画でござ

います。 

 まず、分譲事業でございますが、宇土・入

地ニュータウンほか２団地で24区画、光の森

で52区画、合わせまして76区画の分譲を予定

しております。 

 その他の事業につきましては、平成21年度

とほぼ同じ内容で事業を進めてまいります。 

 次に、13ページをお願いいたします。 

 平成22年度予定貸借対照表ですが、負債及

び資本の合計が47億1,000万円余となってお

ります。 

 次に、14ページをお願いいたします。 

 平成23年３月31日時点での予定損益計算書

でございます。 

 最下段でございますが、平成22年度の純利

益といたしまして２億4,000万円余を見込ん

でおります。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○重村栄委員長 以上で執行部の説明が終わ

りましたので、質疑を受けたいと思います。

質疑はございませんか。――質疑がないよう

でしたら、質疑は終わりますが、よろしいで

すか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○重村栄委員長 ないようでございますの

で、以上で質疑を終了いたします。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号及び第９号から第16号までについ

て、一括して採決したいと思いますが、御異

議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○重村栄委員長 御異議なしと認め、一括し

て採決いたします。 

 議案第１号外８件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○重村栄委員長 御異議なしと認めます。よ

って、議案第１号外８件は、原案のとおり可

決することに決定をいたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査にすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○重村栄委員長 それでは、そのように取り

計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が６件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から説明をお願いいた

します。 

 

○古里監理課長 まず、報告事項の１でござ

います。 

 新熊本県建設産業振興プラン(素案)につい

ての説明でございます。 

 お手元に資料を４種類配付しております。 

 まず、Ａ３の広い振興プラン(素案)につい

てというものを配付しております。あと、Ａ

４の資料でございますが、新熊本県建設産業

振興プラン(素案)、参考資料としまして、ア

ンケートの調査報告書の概要版、さらに参考

資料２としまして、建設業協会各支部及び部

会等との意見交換会の概要でございます。 

 本日は、申しわけございませんが、Ａ３の

資料により説明させていただきます。Ａ３の

広い資料をお願いしたいと思います。 
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 上段は、平成16年の策定時から本年度まで

の取り組み等を簡単に記載しているものでご

ざいます。 

 平成16年に策定しておりますが、当時、民

間投資は減少し、国、県は財政健全化の真っ

ただ中にありました。公共投資も縮小いたし

まして、建設産業を取り巻く、いわゆる経済

環境、経営環境は大変厳しいものがございま

した。そこで、県といたしましては、建設産

業の振興を図るため、現在の振興プランを策

定したところでございます。 

 上段の左でございますが、現行プランの主

な取り組みとその主な実績を記載しておると

ころでございます。 

 これについては、一定の評価を行っている

ところでございますが、右の現状のところに

ありますように、例えば、中ほどの営業利益

率の低下傾向というものを見ていただきます

と、平成20年度には初めてマイナスとなって

いるような状況でございます。本業でござい

ます建設業の利益は赤になっているような状

況です。 

 また、参考資料１及び２としてお配りして

おりますが、後ほどごらんいただければと思

いますが、アンケート、そういう業界からの

意見等からも、これまでにない厳しい状況、

御意見等が寄せられております。 

 一番右のところにございますが、そのた

め、建設業界の再生と申し上げるまでにはほ

ど遠い状況というふうに考えているところで

ございます。 

 次に、下段になりますが、このような現状

を踏まえ、現状はより厳しくなっているとい

うふうに考えております。ただ、課題には大

きな変化はないと考えております。そのた

め、課題といたしまして、３つ、経営力の強

化、社会貢献の促進、それから建設市場環境

の整備のこの３つを上げているところでござ

います。 

 建設業の存在は、県にとって、県民にとっ

て欠かすことのできないものでございます。

県民が安心して暮らせる社会資本整備維持の

ためには、経営力、技術力にすぐれた建設業

が必要というふうに考えるところでございま

す。 

 また、建設業界は、地域にとって経済、雇

用、こういうものの中心でございます。大変

重要な存在ではありますが、その一方で、上

段の現状のところの労働条件の悪化等による

人材不足と、こういうふうに入れております

が、社会的な評価は必ずしも高いとは言えな

いのではないかと思っております。若い労働

者にとって、魅力のある職場と言えなくなっ

ています。そのため、社会貢献を通じたアピ

ールも必要ではないかというふうに考えてお

ります。 

 ３つ目の課題でございます。業界の自助努

力とともに、その取り組みが市場において正

当に評価される必要がございます。県といた

しましては、建設業界とともに、その建設市

場環境の整備を図る必要があると考えており

ます。 

 さらに、これらの課題を克服するための施

策としまして、これまでの取り組みを継続す

るのか、拡充するのか、さらに新たな取り組

みに着手するのか、いろいろな検討を行い、

今後策定します新しいアクションプログラム

に盛り込むこととしております。 

 下段の右側の新アクションプログラムとい

うところにございますが、概要を示しておる

ところでございます。 

 県は、チャレンジする企業、頑張る企業を

しっかり応援する立場から、丸の部分でござ

いますが、経営相談、総合評価の推進により

ます技術力、経営力の強化を図っていく。２

番目、それから３番目の丸のところでござい

ますが、合併や新分野への進出などによる経

営基盤の強化、こういうものを支援してい

く。さらには、下から２番目でございます。

若手技術者の確保、育成など、このような取
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り組みへの支援が、この新しくつくることと

しております新アクションプログラムの柱と

なると考えているところでございます。 

 これらの取り組みによりまして、右の下の

欄でございますが、建設業が、県民にとって

必要かつ良質な社会資本の整備や、災害から

住民を守り、安心、安全な地域づくり、さら

には地域経済の活性化や雇用の安定に大きく

貢献していただけるものと考えております。 

 設定期間でございますが、新プランの設定

期間は来年４月から４カ年を予定しておりま

す。 

 さらに、今後の予定でございますが、新プ

ラン素案につきましては、近日中にパブリッ

クコメントを実施し、広く県民から意見をお

聞きし、その意見をできるだけ反映したいと

考えております。これらの手続を経まして、

本年中には策定し、公表する考えでございま

す。 

 また、先ほど申し上げました具体的な支援

策をまとめます新アクションプログラムは、

来年度から５年の期間とし、来年３月までに

策定することとしておるところでございま

す。 

 次に、報告事項の２、熊本市の政令市移行

に伴います土木部関係の事務権限移譲につい

てでございます。 

 お手元の報告資料、報告事項２をお願いし

たいと思います。 

 まず、１のところでございますが、昨年10

月に、熊本市とともに政令都市移行県市連絡

会議を設置し、協議を重ねてまいったところ

でございます。９月までに一定の整理を行っ

たところでございます。今後、最終調整を行

い、10月末を目途に、県、市の基本協定を締

結する予定としております。 

 協議の結果でございますが、(1)をごらん

いただきたいと思います。 

 熊本市に移譲を行う事務は、①の法令必須

の分でございます。最初のポツでございます

が、国・県道の新設、改良などの事務がござ

います。さらに、②法令等任意の分でござい

ます。アのところになりますが、河川から

は、藻器堀川を含みます８河川を、さらに、

イのところでございますが、都市公園から

は、水前寺、江津湖公園の広木地区を移譲の

対象としておるところでございます。 

 また、(2)でございますが、引き続き県が

実施する主な事務といたしましては、(2)の

①から⑤に記載している事務でございます。

先ほど申し上げました８河川を除く坪井川等

の河川、それから②の都市公園、本妙寺山緑

地ほか、それから連続立体交差事業に関する

事務、それから熊本港ほか２港の港湾管理者

としての事務、それから公営住宅の管理など

でございます。 

 最後に、２のところでございますが、円滑

な事務権限移譲を行うため、今後、マニュア

ル等の作成や県からの技術的支援のあり方な

どについて、引き続き個別の協議を進めてい

くこととしております。 

 以上、簡単に御説明申し上げました。よろ

しくお願いいたします。 

 

○安達道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 荒瀬ダム撤去に伴い県が計画している道路

かさ上げ等について御報告申し上げます。報

告事項３をお願いします。 

 荒瀬ダム撤去に伴い、県が計画している道

路かさ上げや河川側の擁壁等の路側構造物補

強について、これまでに荒瀬ダム撤去に関す

る国と熊本県との検討会議を２回開催し、道

路かさ上げの期間やかさ上げ高さ及び路側構

造物補強の延長等について取りまとめており

ます。 

 具体的には、裏面の計画平面図をごらんい

ただきたいと思います。 

 これは図面左側が下流でございます。右側

が上流です。 
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 まず、球磨川左岸側につきましては、県道

中津道八代線の下鎌瀬から中津道までの約1,

500メーター区間の道路かさ上げと約950メー

ターの路側構造物補強、それから、右岸側に

つきましては、市道瀬戸石鎌瀬線の西鎌瀬地

区約450メーター区間のかさ上げと一般国道2

19号の路側構造物約1,800メーターの補強を

行う予定であります。 

 今後は、事業の実施に向けて、今回取りま

とめた計画をもとに社会資本総合整備計画を

策定していくこととしております。 

 以上です。よろしくお願いします。 

 

○林河川課長 河川課でございます。 

 それでは、報告事項の４をごらんくださ

い。 

 川辺川ダムに関する最近の状況について御

報告いたします。 

 まず、ダムによらない治水を検討する場に

ついてでございます。 

 (1)にございますように、去る６月23日に

開催されました第８回会議の概要について御

説明いたします。 

 この会議では、それまでの検討内容を踏ま

えまして、①にございますように、国から、

球磨川水系における治水対策の基本的考え方

の案が示されました。 

 この案には、大きく３つの事柄が含まれて

おります。１点目が、上の枠内に示しており

ますが、基本的考え方の概要や目的といっ

た、いわゆる位置づけが示されております。 

 まず、この基本的考え方は、川辺川ダム以

外の治水対策についてのこれまでの検討や議

論などを踏まえ、取り組み方針などを整理し

たものであること、そして、目的といたしま

しては、国が球磨川水系の河川整備計画を策

定する際の原案や地方自治体が策定する地域

防災計画などに反映させるものとしておりま

す。 

 ２点目は、次の枠にございますように、ダ

ムによらない治水対策の取り組み方針と主な

内容について示されております。 

 このうち主な内容につきましては、６月の

委員会で御報告させていただいておりますの

で、詳細に関しては省かせていただきます

が、位置や内容につきましては別紙１から３

に添付しておりますので、後ほどごらんくだ

さい。 

 取り組み方針についてでございますが、こ

れまでの議論で、治水対策を直ちに実施する

対策と引き続き検討する対策に分けておりま

すが、まず直ちに実施する対策につきまして

は、上下流バランスを考慮しながら、可能な

限り迅速に進めることとしております。 

 引き続き検討する対策につきましては、直

ちに実施する対策のみでは従来想定した安全

度に達しないため、一層の安全度の確保を目

指して検討や調整を進め、実施可能になった

段階で着手することになっております。 

 ３点目が、直ちに実施する対策の概算の事

業費と工期になります。ちなみに、費用につ

きましては、合計で約400億円前後、工期に

つきましては、11ある対策の中で、最長のも

のが約12年となっております。 

 これに対しまして、②流域首長の発言要旨

でございますが、市町村長からは、ここに示

しております主に４つの意見がございまし

た。上から順に、予算とスピードアップを求

める意見、具体的な年次計画の明示を求める

意見、従来と同等な安全度を求める意見、五

木村の振興を求める意見がございました。 

 知事からは、国に対しまして、直ちに実施

する対策につきましては、速やかな事業着手

と早期完成に向けた予算規模の拡大を、引き

続き検討する対策につきましては、スピード

感を持った検討について要望いたしました。 

 ④ですが、国からは、１つ目として、直ち

に実施する対策につきましては、個別に地元

調整を行い、迅速に進めること、予算確保に

つきましては、強い要望があったことを本省
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に伝えること、また、２つ目といたしまし

て、引き続き検討する対策につきましては、

検討する場で今後も継続して検討し、実施可

能となったものから報告し、決定すること、

そして、３つ目ですが、この基本的考え方の

取り扱いにつきましては、五木村の生活再建

の検討状況などを踏まえて、改めて御相談さ

せていただくという回答がございました。 

 (2)今後の対応方針でございますが、県と

いたしましては、強い要望のあった予算確保

につきましては、引き続き国に求めていくと

ともに、検討する場における今後の議論を、

スピード感を持って進めていきたいと考えて

おります。 

 また、県管理の支川につきましては、球磨

川本川の整備状況にあわせまして、上下流バ

ランスを考慮しながら速やかに検討を進めて

まいります。 

 次に、裏面をごらんください。 

 五木村の今後の生活再建を協議する場につ

いてでございます。 

 (1)に記載しておりますが、この協議する

場は、去る６月20日に三日月前国土交通副大

臣が五木村を訪問された際に、副大臣から設

置の提案があり、国、県、村３者の了解のも

とに設置されたものでございます。 

 目的及び体制につきましては、枠内に記載

しておりますが、まず目的は、ダム中止の表

明に至った経緯や水没予定地を抱える村の現

状について、共通認識を持った上で議論を積

み重ね、関係者の役割を明確にしつつ、五木

村の生活再建を取りまとめることということ

になっております。 

 構成員は、国から九州地方整備局の河川部

長ほか、県からは企画振興と土木の両部長、

それに地元の五木村長となっております。 

 このメンバーで通常会議を開催し、議論を

進めてまいりますが、議論の節目など、必要

に応じまして国土交通副大臣や知事が参加い

たします拡大会議を開催することになってお

ります。 

 次に、開催状況でございますが、②に示し

ますとおり、７月21日に第１回の通常会議を

開催し、今後の進め方を確認するとともに、

村から現状と課題についての御説明がござい

ました。８月２日には、第２回の通常会議を

開催しまして、要望箇所の現地調査などを行

いました。８月23日の第３回の通常会議で

は、村内の各種団体、11団体から御意見をお

聞きしております。その後、８月中に、村内

の５地区の住民の方々からも御意見をお聞き

しております。 

 最後に、(3)今後の対応方針でございます

が、今後は、これらの意見を踏まえまして、

国、県、村が協力いたしまして、五木村の生

活再建にスピード感を持って取り組むことに

しております。 

 今後とも議会のさらなる御指導と御鞭撻を

お願いいたします。 

 以上でございます。 

 

○潟山港湾課長 港湾課でございます。 

 報告事項５について御説明いたします。 

 水俣港百間排水路等ダイオキシン類対策に

ついてでございますが、１ページに事業の概

要を、裏面に工事箇所図を記載しておりま

す。１ページをお願いいたします。 

 １の報告の趣旨にありますように、水俣港

のダイオキシン類土砂処理事業の完了報告で

ございます。 

 この事業につきましては、平成20年の９月

定例県議会で、土砂処分場造成工事の着手と

しゅんせつ除去工事の工程計画を報告させて

いただきましたが、その後、昨年３月に処分

場造成工事が完成し、昨年11月には百間排水

路と百間船だまりのしゅんせつ除去工事に着

手いたしました。その後、ことしの７月には

しゅんせつ除去が終わりまして、先月の９月

中旬に土砂封じ込めの覆土と舗装工事が終了

したところでございます。 
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 この事業の概要につきましては、２の公害

防止対策事業の概要にありますように、土砂

処理量は１万2,770立米で、全体事業費は約

８億5,000万円でございます。なお、事業費

の内訳としましては、チッソの負担金が約３

分の２の５億6,000万円余で、残りの約２億

9,000万円余を国と県で折半したところでご

ざいます。 

 今後とも埋立地の管理には万全を期してま

いりたいと考えております。 

 港湾課は以上でございます。 

 

○坂口建築課長 建築課でございます。 

 報告事項６の熊本県建築物安全安心マネジ

メント計画(仮称)の策定について御報告いた

します。 

 建築時の適法性の確保や耐震対策等の既存

建築物の安全性の確保、災害・事故時の対応

など、建築物の安全安心の確保について、特

定行政庁であります熊本県、熊本市、八代

市、それから建築関係団体、民間の指定確認

検査機関との共通認識のもと、連携・協力し

て実効性を高める取り組みが重要と考えてお

ります。 

 そのため、国の技術的助言に基づき、関係

機関・団体で構成します熊本県建築物安全安

心推進協議会を策定主体としまして、今年度

中に計画を策定したいと考えております。 

 計画のスキームの(2)でございますが、計

画期間としましては、平成23年度から26年度

までの４年間を考えております。 

 (3)の計画に規定する事項としましては、

建築基準法、建築士法、耐震改修促進法等に

係る制度に関しまして、具体的な目標、目標

値の設定、取り組むべき施策、関係者間の役

割分担等を規定することにしております。 

 一番最下段のタイトルの２の計画の策定ス

ケジュール・体制としましては、熊本県建築

審査会で有識者の意見もお伺いした上で、熊

本県建築物安全安心推進協議会で来年１月ま

でを目途に計画素案を取りまとめました上、

２月議会の委員会に御報告の後、３月に公表

したいと考えております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○重村栄委員長 以上で報告が終了しました

ので、質疑を受けたいと思います。質疑はご

ざいませんでしょうか。 

 

○井手順雄委員 この産業振興プランの中

で、冊子の分ですね。４ページの図８の倒産

件数と負債総額の図の中で、いわゆる企業本

来の営業利益がどんどん低下して、平成20年

度では0.38％となりましたと、企業本来の活

動では利益は出にくい収益体制になってきて

いるというようなことですが、どういったこ

とでこういった体質になってきたのかという

のを聞かせていただきたいと思います。どう

いう理由で。 

 

○古里監理課長 その前のページの上の段で

ございます。本県における建設投資額と建設

業者数の推移ということで、ここに掲げてお

ります。 

 平成３年でございますが、トータルで１兆

を超える金額がございましたが、平成20年度

を見ますと、約5,626億円というようなこと

でございます。こういうふうに、大変大幅な

減と申しますか、が実施されています。 

 

○井手順雄委員 何が減ですか。 

 

○古里監理課長 建設投資でございます。 

 それから、その一番上の方に建設業者数の

推移がございます。平成11年に8,327でござ

いますが、平成20年には7,132ということ

で、投資の方は半分以上減っておりますが、

業者さんの数は約14％の減というような状況

でございます。 
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 これについては、大変申しわけございませ

んが、20ページの経営力の強化というような

ところで、これは国の建設産業2007と言って

いるところでございますが、このような傾向

――これは産業面のところでございます。こ

のような傾向というのは全国的なものでござ

いますので、いわゆる建設産業がさらなる再

編、淘汰不可避という厳しい現実に直面して

いるというような、これは2007年当時の建設

産業研究会の指摘、こういうものも今回のプ

ランの中に記載させていただきまして、大変

厳しい現状というのを改めて認識していただ

くために記載したというようなところでござ

います。 

 

○井手順雄委員 今の説明では、結局、かみ

砕いて言えば、トータルの、いわゆる建設業

の仕事自体が減ってきて、こういう営業経費

が出とらぬというようなことであろうという

ふうに思いますが、しかし、現状は違うんで

すね。 

 工事が減るに際しまして、やっぱり企業と

いうのは、その中で従業員を減らしたり、い

ろんなスリム化をして、その工事費に対して

体質をつくっていこうという形で、今一生懸

命企業内努力をされていると。そういう中

で、いわゆる官公庁の仕事を落札しても、結

局、営業費が出ていないというようなことが

現状であると私は思っております。 

 裏を返せば、何でそうなってくるのかとい

う思いの中で、結局、落札率の問題が１つ、

それと、あと落札率が下がれば、おのずと中

の、いわゆる経費というか、単価が下がって

きます。その中で、単価も下がるし、いわゆ

る工事の中身も下がるし、落札率も下がる。

そういう中で、営業費が全然出てこない、事

務所経費が出てこないというのが私は現状で

あろうということであります。 

 このまま推移していくならば、建設業は、

やればやるほど、どれだけスリム化して最低

人数で経営しても、これは利益は出てこない

というようなことが、今後、この建設業界に

はあるというふうに私は思っております。 

 そういう中で、熊本県としては、この建設

プランを作成する中で、じゃあそこをどうす

るのかと。ただ、これを見たら、聞こえのい

いような話ばっかり。こうであろうとか、今

後はこうでありますとか、なら、合併しなさ

いとか、新規参入しなさいとか、それは無理

なんですよ、実際、いきなり言われても、業

界は。 

 じゃあ、何をやっていくのかと、県は。私

は、そこをもうちょっと詳細に考えて打ち出

した方がいいのではないか。例えばの話、国

道３号線を夜間作業します、１メーター、１

メーターの升をつくりますと、そのときに、

役所の設計というのは、例えば９時から朝の

５時まで規制かけますと、ガードマンも要り

ます、作業員も要ります、何もかんも全部そ

の時間で区切るわけたいね。ガードマンで

も、３時間でいくなら３時間で終わるわけ。

実際は１日雇うわけですよ。わかります。な

ら、それを県の役所の設計では、それが20万

円かかったと。実際は30万円かかるわけよ。

その分の10万円はどこで見るのという話です

よ。それは、今までのそういう経費率という

ところから、経費の中から持ってきて、トー

タルで合うんじゃないという形の中でやって

きたけれども、今は全然シビアですよ、中身

が。 

 やはり私が言いたいのは、そういう小さい

ところまで設計をしていただいた工事で発注

してほしいと。それとまた、工事を発注しま

した、着工します、図面と全然違っていまし

たと。なら、そこはどうするかというと、業

者さんが、測量して、図面をつくって、役所

にこれが本当ですよと持っていきます。しか

り、また竣工、終わりました。終わりました

けれども、変更があったから、変更のときに

は、業者さんが、また測量して、変更図面を
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つくって役所に持っていきます。その分の経

費はどこから出るんですか。 

 そういうところを、やっぱり業者は、測量

屋さんにお金を出してしてください、何百万

もかかりますよ。最後はＣＤ化もせないかぬ

わけ。そういうところの経費というのはどこ

にあるんですか。 

 今までは、経費があったから、その辺から

出ていました。しかしながら、今後、設計す

る際に関しては、そこら辺までの詳細な設計

ですよ。それは、何で役所ができぬかという

と、全部コンサルに任せているからですよ。

自分たちでやりゃいいんじゃないですか、そ

こら辺は。 

 だけん、やっぱりこういうのは、業界の方

に、こういうプランがありますよ、こうして

やってくださいと指導をするのはいいけれど

も、自分たちも変わってください。そうでし

ょう。何もかんも業界に投げてしもうて、あ

なたたちが悪かったいと。そして、何と書い

てありますか。廃業するかなんとかて、そう

いう無責任なことじゃないですよ。 

 やっぱりこういう建設プランをつくるとき

には、自分たちがこういうことを一生懸命努

力しますから、業界の方も頑張ってください

よというようなことが建設プランなんです

よ。自分たちは、何も今までのことで体質は

変えないで業界に押しつけている、その辺を

十分考えてやってもらいたいというふうに思

います。何かありますか。 

 

○野田土木技術管理室長 技術管理室でござ

います。 

 今、委員から御指摘がありました、コンサ

ル任せとか、業界への負担とかいうのを強い

ているという話がございました。確かに、現

場と図面が違うとか、そういう話はございま

す。 

 監理課長と私、今回、建設業協会の支部あ

たりを回らせていただきましたし、各団体と

も意見交換をさせていただきました。その内

容は、ここの参考資料の２というところに―

―いろいろ御指摘をいただいております。確

かに、そのような御指摘をいただいておりま

すので、このような話があったということを

各出先の方にも直接伝えております。その関

係で、実は、最近ですけれども、かなり対応

がよくなったという話もございます。 

 それと、もう一つですが、いろんな意見を

いただきましたのですが、一方的な意見であ

ったというふうなことで、我々も、実際、現

場が本当にそういう状況なのかということ

を、10月の末に、若手の６年目から15年目ま

での、まあ60名か70名いるんですが、その人

たちと意見交換したいと思っています。 

 果たして、ＣＡＤあたりの図面を、井手委

員がおっしゃったそういうことを、実際、役

所の方がサービスとしてやらせているのかど

うか、もしもいるとすれば、それはどこに原

因があるのかというところも検討したいと思

っております。 

 その上で、そこらあたりをできるだけ――

それでなくても工事が少ないし、一つ一つの

工事で利益率が下がっているという状況でご

ざいますので、少しでも一つ一つの工事でそ

ういうむだをなくして、できるだけ利益率が

上がるように我々も努力していきたいという

ふうに思っておりますので、もうしばらく時

間をいただきたいというふうに思います。 

 

○井手順雄委員 ひとつよろしくお願いした

いと。 

 これは要望ですけれども、何をどうすれば

いいのかということであれば、設計図書の歩

掛かりとか、そういうのは変えられぬわけで

すたいな、県は。そういう設計の中身に関し

ては。また、そして、あと設計単価を上げて

くれと言うても、それは物価調査会というの

があるわけであって、なかなか変更もできな

い。何を変えられるのか、県というのは。最
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低制限価格ですよ。これを、今までも一生懸

命県は、筆頭に頑張ってこられたというのは

わかります。しかしながら、あと３％、４％

ぐらい最低制限価格を上げてやるだけで、こ

の問題は一発で解消します。これは、他県が

やっていないからとか、熊本県だけですよと

か、そういう問題じゃなしに、業界のことを

考えれば、今後の検討課題であろうというふ

うに思いますので、部長、考えのほどをよろ

しくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○早川英明委員 今の井手先生のお話の中の

産業プランについてですが、実は、つい先

日、鹿児島の方に、南日本新聞主催で鹿児島

建設業協会の鹿児島県の今までの建設業の構

造改革についてのお話がありましたから、こ

こにいらっしゃる皆さん方も何人か一緒に行

ってまいりましたけれども、その中で、ある

先生が、本当にすばらしい御発言をされまし

たが、このようなことをおっしゃいました。 

 それぞれの県――日本全国一緒だろうけれ

ども、今後の建設業をよりよくするために

は、４つの条件があるだろうと言われまし

た。簡単に言いますと、まず１つは、発注側

が、やっぱりみずからいろんな、さっきおっ

しゃいました最低価格の問題とか、あるいは

工事によってはこのような高い工事もありま

すよといういろんな、あるいはまた建設業は

社会貢献をしていますよという、そういうこ

とをやっぱり広く県民、市民、村民に、県だ

ったら県民、町だったら町民、市だったら市

民に働きかけていくということが１つ、それ

と、２つ目は、受注側の自助努力、もちろん

それもありますと、それから、今度は、県

民、市民あてに、それぞれの皆さん方が、自

分の建設業に対するノウハウを知っていただ

く、そういう勉強会もせないかぬと、そし

て、４番目がマスコミの問題だと、マスコミ

はここにいらっしゃいますけれども、いろん

な問題については、白か黒かと短時間で、テ

レビにしろ――新聞は別として、テレビあた

りは、報道するとき、長く時間はとれない

と、だから白か黒かという判断で報道すると

いうことで、それを突き詰めてそれぞれの記

者に聞きますと、わかりましたと、でも、デ

スクに行けば、これはということでデスクで

はねられますという状況であると、だからそ

ういう対策もせないかぬと、この４つをバラ

ンスよくしていかぬと、なかなかこの産業プ

ランというのは進まないだろうと、県だけが

やっても、県がばか見る、これはまた、受注

側だけがやっても、受注側がばか見るという

ような形で、この４つをうまくバランスをと

って進めていかんといかぬだろうと、これが

一つの大きな課題だろうというふうなことで

した。 

 詳しく一つ一つは言いませんけれども、極

端にかいつまんでいけば、そのような４つの

問題をクリアすれば、このことはうまくいく

んじゃないかというようなことでしたよ。委

員長も行かれましたから、その先は委員長が

また詳しくおっしゃるというふうに思います

けれども、そういうことでした。何かありま

すか。 

 

○古里監理課長 先ほど野田室長の方が、一

緒に各支部を回って、あと部会の方ともお話

をしたということで、その中で、各支部での

お話の中にもありましたのが、やはり報道機

関、メディアの皆さんとのつき合いというの

が大変――２～３の支部から出ておりまし

た。やはり自分たちが地域社会の方でしっか

り頑張っているのに、正直言ってあんまり取

り上げてもらえないと。これは口蹄疫の例で

ございますが、宮崎県の方の業者さんがよく

おっしゃっているんですが、口蹄疫の関係に

関して、ちょっとうろ覚えですが、自分たち

は延べ3,000人、１万台の車両を提供してい

る、その中で、やはりマスコミ報道等ではな
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かなか報道されることがない、大変つらいも

のがあるというようなことでした。 

 各支部では、やはりその辺をきちんと押さ

えていらっしゃいまして、各地元の報道機関

とのつき合い、これをある意味ちょっと戦略

性――変な言葉でございますが、戦略性を持

ってきちんと今後対応していくことが必要で

はないかと。それが、私どもが課題の２で上

げております社会貢献の促進、そういう側面

から社会的な評価を上げていくということ

が、長い目で見れば、やはり建設産業界に大

きく貢献することではないかというような認

識をお持ちだということを御報告したいと思

います。 

 以上でございます。 

 

○上田泰弘委員 一緒に鹿児島に行って、今

委員がおっしゃったとおり、私も言おうと思

っていたんですけれども、この産業プランの

Ａ３版の一番右下に書いてありますね、大き

く貢献と。その下に、３つ、①②③がありま

すけれども、やっぱりこういうのを私はどん

どんＰＲしていくべきだと思います。それ

は、都会と地方というのはもちろん違います

し、必要な公共事業というのもそれぞれにや

っぱり違うと思います。でも、特に田舎に行

けば、こういった業界が果たす役割というの

は物すごく大きいと思うんですよね。 

 それと、やっぱりいろんな公共事業を見て

いっても、本当に必要じゃないもの、逆にで

すよ、必要じゃないものというのはまずない

と思います。やっぱり理屈があって、何らか

必要性があるからやられているわけですか

ら、そういうところもちゃんと説明をした

り、やっぱりこういうのもＰＲしていくべき

だと思います。公共事業が、ややもすれば土

木行政が悪だみたいな感じで取り上げられる

んじゃなくて、本当に必要なんだというの

を、もっと自信を持ってやっていかれていい

んじゃないかなと思います。 

 今早川先生がおっしゃったことと一緒です

けれども、私も同じようにこの前感じたもの

ですから、どんどんどんどんＰＲして、これ

はもちろん業界も含めて、一緒になって、こ

ういうことはちゃんとやっぱり必要なんだ、

土木行政は悪じゃないんだというのを、もっ

と前面に出してＰＲされても私はいいと思い

ます。要望です。 

 

○鎌田聡委員 建設産業振興プランで、ちょ

っと驚いたのがこの人材不足ですね。求人が

出ているのに、充足率がこれだけというのが

非常に、まあ大変な労働環境にあるからかど

うかはわかりません。その辺はどうなんです

か。求人がきちんといっているんですか。高

校へ行くと、あんまり求人は来ていないんで

すよね。だから、その辺の何かつなぎがうま

くいっているのかなと思ってですね。 

 

○古里監理課長 これは、私どももそうです

が、業界の協会も含めて、例えば、生徒さん

をインターンシップとかそういうもので受け

入れるとか、さらには、特に工業高校の先生

たちとの意見交換をやって、まず先生たちに

建設業界の実態を知っていただいて、魅力あ

るものであるということを先生方を通じてや

っているというような、さまざまな試みをさ

れていらっしゃるところです。 

 そういう中で、素案の５ページにあります

ように、大変低い状況、それから、例えば端

的に申し上げれば、その上にございますが、

平均給与というのもなかなか――まだ、中ほ

どではあるんですが、やはりちょっと厳しい

状況かなというふうな、さまざまな状況があ

っているということです。 

 そこは私どもも大変危惧をしておりまし

て、将来を担う若い技術者、こういうのをい

かに確保していくかというのは、大変重要な

問題というふうに認識しております。 
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○鎌田聡委員 非常にやっぱり高校生の有効

求人倍率、全国的にもワースト３ぐらいです

ね。そういった中で、一方では、このように

求人していてもこれだけの就職状況という、

非常にそのギャップを感じますので、やはり

職を求めるその辺のミスマッチというか、そ

の辺を埋めていくことも大事だと思うんです

ね。 

 それにはいろいろな問題もあると思うんで

すね。発注量の問題であるとか、業者がいか

にやっぱり若者を育てていくというところ、

どう育成していくのかという問題もあると思

いますので、そこも十分に――今回の支援策

に、多分具体的な支援策が出てくると思いま

すけれども、その辺も踏まえてぜひやってい

ただきたいと思います。よろしくお願いしま

す。 

 

○重村栄委員長 コメントは要りませんか。 

 

○鎌田聡委員 いいです。 

 

○重村栄委員長 ほかに何かございますか。

報告事項について、御質問、御意見ございま

すか。 

 

○上田泰弘委員 １つだけ、政令市移行に伴

う土木関連の権限移譲の件なんですけれど

も、これは事務権限の移譲であって、予算関

係の移譲はまだはっきりは決まってないんで

すか。例えば負担割合とか、そういったのは

まだ、今からやっていかれるんですか。 

 

○古里監理課長 今回の政令市に伴う以前

に、いろんな熊本駅周辺の関係の事業につき

ましては基本協定がございます。それが平成

17年ですか、その中での費用負担というのが

決まっておりまして、それに沿ってやってい

るということで、今までずっとやってきたわ

けですね。今回、連続立体交差も、基本的な

枠組みの中で実施されているというふうに…

… 

 

○上田泰弘委員 いや、連続立体交差がどう

こうじゃなくて、その負担割合は今からまた

煮詰めていかれるんですかというだけですけ

れども。 

 

○古里監理課長 私どもは、その基本協定に

沿ったところで、今回の権限移譲等も含めて

実施されていくというふうにお聞きしている

ところでございます。 

 

○上田泰弘委員 政令市になられるわけです

から、地方からあんまり苦情が出ないように

お願いしておきます。 

 以上です。 

 

○早川英明委員 今の関連ですけれども、砂

防はどうなりますか。 

 

○高永砂防課長 砂防事業については、移譲

の予定はございません。 

 

○重村栄委員長 ほかにございますか。 

 

○鎌田聡委員 政令市関係で、引き続き県が

実施する法令等任意の事務で５点記載してあ

りますけれども、これはちょっとお話を聞か

せていただきたいんですけれども、市がやり

たいと言ったけれども、これは県でやらせて

くれと言ったような事業もあるんですか。や

りたかったけれども、県で引き続いてやる

と、実際のところ。 

 

○古里監理課長 県からは、政令市移行に伴

いまして、やはり熊本市のまちづくりに供す

るもの、それから住民サービスに向上する資

質のあるもの、そういうものですので、幅広

に１年前、こういうものをされたらいかがで
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すかということで、リストアップして協議を

ずっと行ってきたというところでございま

す。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、これはもう市の移行

を十分に踏まえた結論というか、今の段階で

の結論ということで理解していいんですか。 

 

○古里監理課長 はい、そうでございます。 

 

○井手順雄委員 後から聞こうと思ったんで

すけれども、この１番の②の１級河川、２級

河川の権限移譲ということで、１級河川の路

線等８河川、これは町中の河川ばっかりたい

な。藻器堀川なんて、私、20歳のころ現場に

行ったけれども、やおいかん現場よ。よう市

は受けたね。この基準というのは、どういう

基準でこれは８河川というようなことですか

ね。 

 

○林河川課長 今ここにリストアップされて

います１級河川、それから２級河川につきま

しては、従来から市の方が事業を実施してい

る河川でございます。基本的には、法令上は

任意でございますので、県といたしまして

は、市の意向を尊重して、まちづくりの観点

から必要な河川について、もちろん水系管理

の上で支障があるのは除きますけれども、希

望があるものについてこたえたという状況で

ございます。 

 

○井手順雄委員 基本的には、県がしている

工事は今までどおりで、いわゆる１級、２級

に限らず、市の方が事業主体としてやってい

るやつを移譲するというような考え方でいい

んですね。 

 

○林河川課長 ただ、今後も、市内で完結す

る河川を中心にいたしまして、移譲の協議に

つきましては引き続き協議をしていくことに

しておりますので、今回はこの８河川という

ことになっております。 

 

○井手順雄委員 じゃあ、最終的にはまだふ

える可能性があるということですね。 

 

○林河川課長 これは、市の方との協議の上

で、そういった形になれば移譲していくとい

う形になると思います。 

 

○井手順雄委員 それなら、その移行が完全

に――あしたからですよというときには、そ

れはもう必ず決定しているのか、もしくは、

そういう移行をしても、継続的に、政令指定

都市になっても、そういった協議をしていく

ということの考え方でよろしいんですかね。 

 

○林河川課長 今回の県市協議に記載します

のがこの８河川というようなことで、これと

は別途、市の方とまた協議を進めながら、必

要があれば、そういった移管の協議を進めて

いくということにしております。 

 

○重村栄委員長 政令指定都市になってから

もあり得るということですか。 

 

○林河川課長 あり得ると思います。 

 

○森浩二委員 さっきの上田委員とちょっと

似ているんですけれども、さっき報告事項で

何かいろいろあったでしょう、10分の1.5と

か。逆の立場になっとですかね。要するに、

県道あたりを市が見たら、この道路法第52条

の第２項の規定によるとか、そういうのは別

個の定めがあるとですか。 

 

○猿渡道路整備課長 道路改築事業につきま

しては、非常に地元に密着性のあるものにつ

いては地元の負担をお願いしてよいという、

そういう道路法の規定がございます。そうい
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う意味において、政令市に移行した場合にお

いては、やはり地元の市が政令市でございま

すので、地元に密着した事業ということで、

県が逆に負担をするというようなことはあり

得ないというふうに考えております。 

 要するに、10分の1.5といいますのは、県

が事業をして、その市に密着している事業で

あるから15％負担金をいただくということで

ございますので、これが市の方に移管した場

合においては、市の方でしていただくという

ことになります。 

 ただし、国庫補助事業についてはまた別で

して、市が事業される場合、国から交付金が

出る場合においては、それは国から交付金が

出て、その残りを市が負担されるというよう

なことになります。 

 

○重村栄委員長 ほかにございませんか。―

―ないようでございますので、報告に対する

質疑はこれをもちまして終了をいたします。 

 次に、その他で何かございますか。 

 

○井手順雄委員 きょうの新聞を見ておりま

したけれども、日赤の問題が出ておりました

けれども、ちょっと委員会でも押さえとかな

いかぬのかなという思いがしています。 

 日赤のこの工事の工事費というのは、県は

負担か何かあるんですかね。 

 

○古里監理課長 土木部からはございません

ので、ちょっと…… 

 

○井手順雄委員 これは土木部とは全然関係

ない工事なわけですかね。 

 

○古里監理課長 基本的に土木部がタッチし

ている工事ではございません。医療施設です

ので、補助として、いわゆる健康福祉部の方

から何か出ている可能性はございますが、ち

ょっとその事実はここではわかりません。申

しわけございません。 

 

○井手順雄委員 それなら、お金は別とし

て、その入札のあり方とか、そういうのは健

康福祉部が全部関与してやっていると、土木

部は一切関係ないというようなことで、例え

ば設計あたりは、どこが発注――健康福祉部

で発注だろうけれども、設計あたりの業者選

定だとか、その中身だとか、そういうあたり

には土木部は一切関係ない、これも。 

 

○古里監理課長 これは、日赤病院の方が発

注者として、例えば国、県の補助をいただき

ながら当事者として――当事者はあくまでも

日赤でございますので、そこでいろいろな設

計とかいうものをやりながら工事発注をされ

ているというふうにお聞きしております。 

 

○井手順雄委員 それなら、土木部は一切関

係ないということですね、この工事に関して

は。何のタッチもしていない。 

 

○古里監理課長 一般論でございますが、毎

年、県から要望を行っております。例えば、

県内の重立った国の機関、そういう公的機関

に対しましてでございますが、いわゆる県内

受注の機会の確保、こういうものを毎年直接

お尋ねして、書面によってお願いをしている

と、そういう意味でのかかわり合いはござい

ます。 

 

○井手順雄委員 そういうことですか。じゃ

あ、この件に関しては全く土木部は関係して

いないと、ただ、そのいろんな要望等々のと

ころで関係をするということで再認識、それ

なら、入札あたりも監理課は全然関与してい

ないということですね。 

 

○古里監理課長 そうでございます。 
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○井手順雄委員 わかりました。 

 

○重村栄委員長 ほかにございませんか。 

 

○森浩二委員 ランクの件ですけれども、一

応ＢとかＡは振興局単位で入札しますよね。

本社が、違う振興局に移動したら、即入札に

入るんですか。 

 

○古里監理課長 ちょっと実態が詳細ではご

ざいませんが、いわゆる本社が移転した場

合、もとのところで的確な経営審査を受けて

いるはずでございます。建設業法の許可、そ

ういうものもクリアしているはずでございま

すので、新しい振興局に行った場合、例えば

その条件が整えば、局の段階で入札の対象と

しているというふうに考えることはできると

思います。 

 

○森浩二委員 じゃあ、極端に言えば、Ｂラ

ンクで言えば、振興局に今度結構出るぞと、

Ｂランクの会社がそこに本社移転して、そこ

でまたとって、違うところにまた出るぞとい

ってまたぱっと移動したら、そこの振興局で

もとれるわけかな。 

 

○古里監理課長 余り常識的には考えられな

いと思いますが、法の枠組みの中ではできな

いことはないかなと思います。 

 

○森浩二委員 何でかというと、うちのそば

に、井手県議のそばからＢランクが来たんで

すよ。それで、またちょっといろいろと地元

的に…… 

 

○井手順雄委員 それは指名には入れちゃな

らぬばい。 

 

○森浩二委員 じゃあ、法的にはいいわけで

すね、それは。 

 

○古里監理課長 まあ、大きく言えば、職業

選択等の自由がございますので、そこは支障

はないと思います。 

 

○早川英明委員 今おっしゃったそれは、そ

こにたまたま住所が期せずしてなわったとい

うときの条件であって、それを仕事をとるた

めにあちこちて、そういうことはいかぬとで

しょうたい。それはぴしゃっとしとかんと。 

 

○古里監理課長 何といいますか、渡り歩く

というようなことだと思いますが、それがど

ういうようなことをもってそれを認定するか

というのは、ケース・バイ・ケースできちん

とそこは対応する必要があると思いますの

で、ここでちょっと個別な事情がございませ

んので、これをどうだとはなかなか申し上げ

にくいところでございます。 

 

○重村栄委員長 よろしいですか。ほかにご

ざいませんか。 

 

○森浩二委員 ちょっと別件で、これは土木

かどうかわからないんですけれども、私が朝

通ってくるとき、道路の植樹がありますよ

ね、ツツジとか。そこにいっぱい看板が立て

てあるとたいな、選挙用の。あれは選挙管理

委員に言わなんとかな、道路管理者の方に言

わなんと。 

 

○安達道路保全課長 選挙のポスター等は、

道路敷には一切認めておりません。 

 

○森浩二委員 違法でしょう。違法だから、

撤去してもらうのはどこに言わなんとです

か。 

 

○安達道路保全課長 ただし、撤去について

は、いろんな微妙な問題もありますので、実
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際は立てた人に撤去していただくようにうち

の方からお願いしております。 

 

○森浩二委員 そこに顔写真が載っとっとで

すよね。それなら、その人に言わなんとです

か。 

 

○安達道路保全課長 そうです。 

 

○井手順雄委員 いかんときは保全課に言う

とよか。そうすると、言うてやらすけん。 

 

○森浩二委員 それなら、保全課に言えば、

そこの本人に連絡してもらえるとですかね。 

 

○安達道路保全課長 一応、そういう場合

は、各振興局で直接管理しておりますので、

そちらの方でいいかと思いますけれども。 

 

○森浩二委員 だけん、ずっとパトロールし

よるとかなと思うとたいな。 

 

○内田都市計画課長 道路保全課長からもあ

りましたように、振興局におきまして、屋外

広告物については、違法がないかどうかパト

ロールをやっております。その中で、局でそ

ういう違法な看板を見つけた場合は、張り紙

等を張って処理しておりますし、お気づきの

点がございましたら、先ほどありましたよう

に、振興局の方にお問い合わせ、御連絡をい

ただければ対応すると思います。 

 以上です。 

 

○森浩二委員 わかりました。 

 

○重村栄委員長 今のは県道31号線の話と思

います。硯川町の辺と思います。 

 ほかにございませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○重村栄委員長 ないようでございますの

で、これをもちまして質疑を終了したいと思

います。 

 以上で本日の議題はすべて終了いたしまし

た。 

 最後に、陳情書等が４件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。御参照いただきたいと思います。 

 それでは、これをもちまして第５回建設常

任委員会を閉会いたします。御苦労さまでし

た。 

  午前11時41分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  建設常任委員会委員長 
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